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し
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ま
す
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（１）職員の任免および職員数の状況

①採用の状況	 （単位：人）
一般行政 保育士教諭 保健師 社会福祉士 技能労務 計

H27.4.2～H28.3.31 0 0 0 1 0 1
H28.4.1 10 4 1 0 2 17

合　　　計 10 4 1 1 2 18
	 ※割愛職員１名を含む

（２）給与の状況

①人件費の状況（平成27年度普通会計決算）	
人口（H28.1.1） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ） 26年度人件費率

22,074人 8,220,230千円 385,650千円 1,535,275千円 18.7% 18.3%
（注）人件費には、議会議員や非常勤特別職、常勤特別職に支給される報酬、給料、各種手当、共済費、災害補償費等を含みます。

②職員給与費の状況（普通会計決算）	

区分 職員数
（Ａ）

給与費 一人当たり
給与費（Ｂ/Ａ）

（参考）類似団体平均
一人当たり給与費

H26年度給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

27年度 190人 662,804千円 140,559千円 252,266千円 1,055,629千円 5,556千円 5,440千円
（注）	１	職員手当には退職手当を含みません。
　 	 ２	職員数は、平成27年４月１日現在の人数です。

②退職の状況	 （単位：人）
定年 勧奨 死亡 懲戒免職 普通 普通(復帰) 計

H27.4.1～H28.3.30 0 0 0 0 2 0 2
H28.3.31 8 4 0 0 3 1 16
合　　　計 8 4 0 0 5 1 18

	 ※割愛職員１名を含む
③職員数の状況（平成２８年４月１日現在）	 （単位：人）

任命権者等 定数 実人数
事務員 保健師 保育士 教諭 技能労務職員 計

町 長 150 110 8 30 0 3 151
水 道 事 業 8 4 0 0 0 0 4
議 会 事 務 局 3 2 0 0 0 0 2
選挙管理委員会事務局 兼（３） 兼（３） 0 0 0 0 兼（３）
監 査 委 員 事 務 局 兼（２） 兼（２） 0 0 0 0 兼（２）
農 業 委 員 会 事 務 局 兼（３） 兼（３） 0 0 0 0 兼（３）
教 育 委 員 会 94 21 0 0 20 14 55

計 255 137 8 30 20 17 212

④部門別職員数の増減とその主な理由（各年４月１日現在）	 （単位：人）
部門 平成27年 平成28年 増減 主な増減理由 部門 平成27年 平成28年 増減 主な増減理由

一般
行
政

議会 2 2 0
特
別
行
政

教育 58 55 -3 

幼稚園分園の廃止に
伴う減
配置転換（人事異動）
に伴う増
配置転換（人事異動）
に伴う減

総務企画 35 33 -2 
休職者の復職に伴う配
置転換による減
育休復職を見込んだ減

消防 0 0 0 

税務 12 13 1 産休・育休に伴う補充による増 小計 58 55 -3 

民生 47 52 5 

子育て体制の統合に
よる減
保育所分園の新設な
どに伴う増

公
営
企
業
等
会
計

病院 0 0 0 

衛生 13 13 0 水道 3 4 1 事務の集中化による増
労働 1 1 0 下水道 5 4 -1 事務の集中化による減

農林水産 9 9 0 その他 12 11 -1 退職不補充による減
商工 5 5 0 小計 20 19 -1 
土木 10 10 0 合計 212 212 0 小計 134 138 4 
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③職員の平均給料月額および平均年齢の状況
（平成27年4月1日現在）

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
日野町 320,506円 42.3歳 259,171円 46.8歳
滋賀県 336,725円 43.1歳 330,859円 53.8歳

国 334,283円 43.5歳 289,141円 50.2歳
類似団体 308,489円 41.3歳 275,799円 49.8歳

⑤一般行政職の級別職員数の状況（平成28年4月1日現在）
区分 標準的な職務の名称 職員数 構成比
１級 主事補、技師補、主事、技師 16人 14.3%
２級 主任主事、主任技師 11人 9.8%
３級 主査 31人 27.7%
４級 課長補佐、主任 26人 23.2%
５級 課長、課長補佐 19人 17.0%
６級 主監、課長 9人 8.0%

合計 112人 100.0%
(注)	１	日野町職員の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
	 ２	標準的な職務の名称とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

⑦職員手当の状況（平成28年4月1日現在）
日野町　 国

扶
養
手
当

配偶者　　 13,000円
扶養親族　　6,500円
満16歳になる年度～満22歳になる年
度末まで　加算5,000円

日野町の制度と同じ

退
職
手
当

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

日野町の制度と同じ

勤続２０年 20.445月分 25.55625月分
勤続２５年 29.145月分 34.5825月分
勤続３５年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分
その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（２％～20％）

期
末・勤
勉
手
当

（支給割合）
支給月 期末 勤勉 計

6月期 1.225月分 0.800月分 2.025月分

12月期 1.375月分 0.800月分 2.175月分

計 2.600月分 1.60月分 4.200月分

※職制上の段階、職務の級等による
　加算措置　有

日野町の支給割合と同じ
※職制上の段階、職務の

級等による加算措置　
有（管理職加算あり）

住
居
手
当

借家・借間100円～27,000円 日野町の制度と同じ

通
勤
手
当

交通機関利用者55,000円（上限）
交通用具利用者（２ｋｍ以上）

通勤距離に応じて5,000円～
25,500円

交通機関利用者
　日野町の制度と同じ
交通用具利用者

日野町の制度と異なり
ます

管
理
職
手
当

主監級 　　68,000円
課長級　　 56,000円
課長参事級 50,000円
課長補佐級 38,000円

日野町の制度と
異なります

◎おもな人件費削減措置内容（平成28年4月1日現在）
区分 項目 削減内容 削減措置実施期間

特別職 報酬および
期末手当

５．１～１０．０％を
削減

平成17年4月1日～
（H24.10.1から現在の

削減額に変更）

特殊勤務手当
(平成27年度

普通会計決算)

区分 全職種
職員全体に占める

手当支給職員の割合 8.4%

支給職員１人当たり
平均支給年額 3,500円

手当の種類（手当数） 7
（うち、普通会計手当数２）

時間外勤務手当
（各年度普通

会計決算）

27年度
支給総額 81,289千円

職員1人当たり
平均支給年額 428千円

26年度
支給総額 84,811千円

職員1人当たり
平均支給年額 444千円

④職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（平成28年4月1日現在）

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般
行政職

大学卒 252,600円 305,700円 ─

高校卒 ─ ─ ─

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用
後の年数をいいます。表中「─」については、当町において該当者がありません。

⑥ラスパイレス指数
国家公務員の給与を１００とした場合の地方公務員（日野町

職員）の給与水準を示したものです。	
国家公務員の構成を基準として、平均給料月額を比較し算

出します。	
○平成２５年４月１日現在	 １０６．４（参考値９８．３）
○平成２６年４月１日現在	 ９８．５
○平成２７年４月１日現在	 ９８．２

※参考値とは、臨時特例法に伴う国家公務員の給料減額前の給料で試算し
たラスパイレス指数です。

行政改革と人事行政運営
日野町では、「自律のまちづくり」を進める中で、い
ち早く特別職等の報酬削減や一般職員の給与削減
を行ってきました。さらには日野町行政改革（集中改
革プラン）により人員削減を行うなど、人件費の抑制
に積極的に取り組んできました。
引き続き、必要な業務への人材の重点配置を行

うとともに、行政職員の能力の向上に取り組み、最
少の経費により、効果的に質の高い住民サービスの
提供に努めていきます。
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問い合わせ先 ◆ 総務課 総務担当 ☎０７４８-５２-６５00

（３）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

①一般職員の勤務時間の状況
１週間の
勤務時間

１日の
勤務時間

勤務時間 休憩時間
開始時刻 終了時刻 時間 開始時刻 終了時刻

38時間45分 7時間45分 8:30 17:15 60分 12:00 13:00
職員は、交替で休憩を取っていますので、各種証明書の申請受付等は休憩時間中にも対応させていただいております。

②一般職員の年次有給休暇の取得状況
（平成27年分）

平均取得日数 消化率
7.5 19.0%

（注）１ 平成27年1月1日から平成27年12月31日ま
での全期間を在職した一般職員の状況です。

③育児休業および部分休業の取得状況（平成27年度）	 （単位：人）

区分
育児休業取得状況 平成27年度中に新たに育児休業が

取得可能となった職員の育児休業取得状況

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

育児休業
対象者数

うち育児休業
取得者数

うち部分休業
取得者数

男性 0 0 3 0 0
女性 14 2 8 8 1
合計 14 2 11 8 1

（４）職員研修および勤務評定の状況

①研修の状況	 （単位：人）

一般（階層別）研修 32  新規採用職員、採用２年目職員

集合研修 708  防災、障害者福祉、情報セキュリティ、人事評価

専門研修 79  セキュリティ対策

派遣研修（一般研修） 125  滋賀県市町村職員研修センター

   〃　　（特別研修） 60  市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所等

   〃　　（専門研修） 17  滋賀県市町村職員研修センター、滋賀県建設技術センター等

合　　計 1,021 ※延べ人数

（５）職員の福祉および利益保護の状況（平成27年度）

③職員の福利厚生事業の実施状況
福利厚生事業については、地方公務員法

第４２条の規定に基づき、職員の保健や元気
回復、その他厚生事業を実施しています。

事業は、（一財）滋賀県市町村職員互助
会、(一財）滋賀県教職員互助会、日野町職
員互助会において、弔慰金・祝金の給付事
業、貸付・保険事業、スポーツ・文化振興事業
などを行っています。

名　称 (一財）滋賀県市町村
職員互助会

(一財）滋賀県教職員
互助会 日野町職員互助会

会員数（人） 207 8 217

個人掛金（円） 2,883,818 307,532 1,799,610

公費負担金(円） 2,681,109 0 1,717,455

一人当たり
負担金（円） 12,952 0 7,915

公平委員会の報告
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況
（２）不利益処分に関する不服申し立ての状況
（３）その他
いずれも平成27年度において、要求はありませ

んでした。

※公平委員会とは…
職員が給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、町の当

局により適切な措置がとられるべきことを要求することが
できる機関です。

また、懲戒その他のその意に反する不利益な処分を受け
た場合、公平委員会に不服申し立てができることになって
います。
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